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平成１６年 ３ 月期  個別中間財務諸表の概要  平成１５年１１月 ６日 
 
上場会社名 アイフル株式会社                上場取引所：東・大 
コード番号 ８５１５                    本社所在都道府県  京 都 府 
（ＵＲＬ： http://www.aiful.co.jp） 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 福 田 吉 孝 
問合せ先責任者 役職名 広 報 部 長 氏名 香 山 健 一           ＴＥＬ（０３）３２７４－３５６０ 
決算取締役会開催日 平成１５年１１月 ６日           中間配当制度の有無   有 
中間配当支払開始日 平成１５年１２月１０日           単元株制度採用の有無   有 (1単元 50株) 
 
 

１．１５年９月中間期の業績（平成１５年 ４ 月 １ 日～平成１５年 ９ 月３０日） 

(1)経営成績  （注）本個別中間財務諸表の概要及び添付資料中の金額は､表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
 

営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

166,869 
162,460 

2.7  
7.4  

41,190 
58,918 

△30.1  
5.8  

42,622 
58,465 

△27.1  
13.4  

１５年３月期 324,671 5.7  106,944 △3.2  107,100 △0.4  
 

１ 株 当 た り 中 間   
中間(当期)純利益 ( 当 期 ) 純 利 益 

 百万円 ％ 円   銭 
１５年９月中間期 21,262 △30.0  225  08  
１４年９月中間期 30,396 11.5  326  30  
１５年３月期 55,317 44.2  588   63  
(注)①期中平均株式数  15年9月中間期 94,468,199株   14年9月中間期 93,155,174株   15年3月期 93,810,102株 
  ②会計処理の方法の変更      無 
  ③営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間（期末）期増減率 

(2)配当状況 
 １株当たり  

中間配当金  
１株当たり 
年間配当金 

 円  銭  円  銭  
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

       30  00  
30  00   

－  －   
－  －   

１５年３月期 －  －   60  00   
(3)財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

1,910,490 
1,853,841 

491,373 
448,583 

25.7 
24.2 

5,201 
4,815 

48 
46 

１5年３月期 1,906,211 470,834 24.7 4,983 00 
(注)①期末発行済株式数  15年9月中間期 94,468,001株   14年9月中間期 93,154,922株   15年3月期 94,468,362株 
  ②期末自己株式数   15年9月中間期   221,999株   14年9月中間期    221,078株   15年3月期     221,638株 

 
２．１６年３月期の業績予想（平成１５年 ４ 月 １ 日～平成１６年 ３ 月３１日） 

１株当たり年間配当金  
営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 

期末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通  期 338,814 
 
 101,000  52,154     30    00   60    00 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  552 円 08 銭 

上記の業績予想につきましては、本資料の発表日程において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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（添付資料） 

１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
 

  前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  114,429   128,728   84,485   

２ 営業貸付金 ※2.3 
 5 1,372,928   1,435,770   1,413,340   

３ 有価証券  2,599   2,009   10   

４ 販売用不動産 ※２ 354   213   335   

５ 貯蔵品  8   ―   ―   

６ 繰延税金資産  10,722   15,763   12,437   

７ 短期貸付金 ※４ 187   2,188   30,183   

８ その他 ※２ 38,064   34,017   43,542   

９ 貸倒引当金  △65,197   △82,748   △70,479   

流動資産合計   1,474,097 79.5  1,535,942 80.4  1,513,856 79.4 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 土地  5,283   5,612   5,612   

(2) その他 ※1.2 18,311   23,408   20,072   

有形固定資産合計  23,594   29,021   25,685   

２ 無形固定資産  3,187   9,972   8,200   

３ 投資その他の資産           

(1) 関係会社株式  113,107   114,264   114,264   

(2) 破産更生債権等 ※５ 16,674   20,260   16,905   

(3) 関係会社 
  長期貸付金  175,248   167,488   165,380   

(4) 繰延税金資産  4,259   3,735   5,166   

(5) 繰延ヘッジ損失 ※７ 27,804   19,683   33,674   

(6) その他 ※２ 33,156   29,127   40,890   

(7) 貸倒引当金  △17,964   △19,600   △18,348   

投資その他の資産 
合計  352,288   334,959   357,934   

固定資産合計   379,070 20.5  373,953 19.6  391,820 20.6 

Ⅲ 繰延資産           

社債発行費  672   593   535   

繰延資産合計   672 0.0  593 0.0  535 0.0 

資産合計   1,853,841 100.0  1,910,490 100.0  1,906,211 100.0 
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  前中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  5,974   4,659   4,286   

２ 買掛金  19   ―   2   

３ 短期借入金 ※２ 15,200   19,806   14,000   

４ 一年以内償還予定 
  社債  80,500   85,000   74,500   

５ 一年以内返済予定 
  長期借入金 ※２ 370,929   326,730   373,376   

６ コマーシャル 
  ペーパー  15,000   ―   13,000   

７ 未払法人税等  31,222   24,359   37,127   

８ 賞与引当金  2,343   2,540   2,266   

９ その他  10,718   13,440   10,696   

流動負債合計   531,908 28.7  476,535 25.0  529,254 27.8 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債  375,000   395,000   377,500   

２ 長期借入金 ※２ 468,796   524,983   492,949   

３ 退職給付引当金  1,142   1,440   2,331   

４ 役員退職慰労金 
  引当金  1,071   1,179   1,109   

５ 金利スワップ  27,226   19,861   32,119   

６ その他  111   115   112   

固定負債合計   873,349 47.1  942,581 49.3  906,122 47.5 

負債合計   1,405,257 75.8  1,419,117 74.3  1,435,377 75.3 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   83,317 4.5  83,317 4.4  83,317  4.4  

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  89,830   90,225   90,225    

資本剰余金合計   89,830 4.8  90,225 4.7  90,225  4.7  

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  1,566   1,566   1,566    

２ 任意積立金  240,922   292,322   240,922    

３ 中間(当期) 
  未処分利益  35,127   24,184   57,254    

利益剰余金合計   277,616 15.0  318,073 16.6  299,743  15.7  

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金   △129 △0.0  1,812 0.1  △398  △0.0  

Ⅴ 自己株式   △2,049 △0.1  △2,054 △0.1  △2,052  △0.1  

資本合計   448,583 24.2  491,373 25.7  470,834  24.7  

負債資本合計   1,853,841 100.0  1,910,490 100.0  1,906,211  100.0  
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② 【中間損益計算書】 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 金額(百万円) 百分比 

(％) 

Ⅰ 営業収益           

１ 営業貸付金利息  157,870  97.2 162,930  97.7 315,600  97.2 

２ その他の金融収益  119  0.1 41  0.0 280  0.1 

３ その他の営業収益           

(1) 不動産売上高  306   25   306   

(2) サービス事業 
  売上高  527   ―   935   

(3) その他  3,636   3,871   7,549   

その他の営業収益計  4,470  2.7 3,897  2.3 8,791  2.7 

営業収益合計   162,460 100.0  166,869 100.0  324,671 100.0 

Ⅱ 営業費用           

１ 金融費用  17,388  10.7 17,055  10.2 35,178  10.8 

２ 売上原価           

(1) 不動産売上原価  296   36   296   

(2) サービス事業 
  売上原価  148   ―   266   

売上原価計  444  0.3 36  0.0 562  0.2 

３ その他の営業費用  85,709  52.7 108,585  65.1 181,986  56.1 

営業費用合計   103,541 63.7  125,678 75.3  217,727 67.1 

営業利益   58,918 36.3  41,190 24.7  106,944 32.9 

Ⅲ 営業外収益 ※１  2,597 1.6  2,281 1.3  5,262 1.6 

Ⅳ 営業外費用 ※２  3,049 1.9  849 0.5  5,106 1.6 

経常利益   58,465 36.0  42,622 25.5  107,100 32.9 

Ⅴ 特別利益   261 0.2  430 0.3  250 0.1 

Ⅵ 特別損失   140 0.1  811 0.5  793 0.2 

税引前中間(当期) 
純利益   58,586 36.1  42,242 25.3  106,558 32.8 

法人税、住民税及び 
事業税  31,330   24,373   56,824   

法人税等調整額  △3,139 28,190 17.4 △3,393 20,979 12.6 △5,584 51,240 15.8 

中間(当期)純利益   30,396 18.7  21,262 12.7  55,317 17.0 

自己株式処分差損   ―   0   ―  

前期繰越利益   4,731   2,922   4,731  

中間配当額   ―   ―   2,794  

中間(当期) 
未処分利益   35,127   24,184   57,254  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社株式 

同左 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額金は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法によ

り算定しております) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額金は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算

定しております) 

    時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

  販売用不動産 

  個別法による低価法 

(2) たな卸資産 

  販売用不動産 

同左 

(2) たな卸資産 

  販売用不動産 

同左 

   貯蔵品 

  最終仕入原価法 

  貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左   

    

２ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

  定率法 

  なお、主な耐用年数は次の通り

であります。 

建物及び 
構築物 

７～50年

機械装置 
及び車両 

２～15年

器具備品 ２～20年
 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   ソフトウェア 

   社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

    その他 

   定額法 

  

    

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  営業貸付金等の債権の貸倒れに

備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率等を勘案し必要

と認められる額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、将来の支給

見込額のうち当中間会計期間の

負担額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担額を計

上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

  なお、数理計算上の差異及び過

去勤務債務については、発生事

業年度において一括費用処理し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

  なお、数理計算上の差異及び過

去勤務債務については、発生事

業年度において一括費用処理し

ております。 

  （追加情報） 

    当社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成

15年9月25日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可

を受けました。 

    当中間会計期間末日現在に

おいて測定された返還相当額

（最低責任準備金）は2,527百

万円であり、当該返還相当額

（最低責任準備金）の支払が

当中間会計期間末日に行われ

たと仮定して「退職給付会計

に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第13号）第

44-2項を適用した場合に生じ

る損益の見込額は211百万円で

あります。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

  なお、数理計算上の差異及び過

去勤務債務については、発生事

業年度において一括費用処理し

ております。 

 (4) 役員退職慰労金引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金支給規

定に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

(4) 役員退職慰労金引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労金引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金支給規

定に基づく期末要支給額を計上

しております。 

    

４ 外貨建ての資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務については、

中間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務については、

決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

    

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

    

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっておりま

す。ただし、金利スワップの特

例処理の要件を充たす金利スワ

ップ取引及び金利キャップ取引

につきましては、特例処理を採

用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

   金利スワップ取引及び金利キ

ャップ取引 

   ヘッジ対象 

   市場金利等の変動によりキャ

ッシュ・フローが変動する

もの(変動金利の借入金及び

社債) 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

  総調達に占める固定金利建て調

達の比率を一定の割合に維持す

るものであります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

  過去10年間のヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比率

分析する方法により有効性の判

断を行なっております。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 収益及び費用の計上基準 

  営業貸付金利息は発生基準によ

り計上しております。なお、

「営業貸付金」に係る未収利息

については、利息制限法利率又

は当社約定利率のいずれか低い

方により計上しております。 

(1) 収益及び費用の計上基準 

同左 

(1) 収益及び費用の計上基準 

同左 

 (2) 借入金に対する利息の会計処理 

  借入金に対する利息について

は、金融債権に対応する部分を

「営業費用」(金融費用)とし、

その他のものについては「営業

外費用」(支払利息)として処理

しております。 

(2) 借入金に対する利息の会計処理 

同左 

(2) 借入金に対する利息の会計処理 

同左 

 (3) 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

  社債の償還期限内又は商法に規

定する最長期間(３年間)のいず

れか短い期間で均等償却してお

ります。 

(3) 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

社債の償還期限内又は商法施行

規則に規定する最長期間(３年

間)のいずれか短い期間で均等

償却しております。 

(3) 繰延資産の処理方法 

  社債発行費 

社債の償還期限内又は商法に規

定する最長期間(３年間)のいず

れか短い期間で均等償却してお

ります。 

 (4) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。ただし、資

産に係る控除対象外消費税等

は、「投資その他の資産」の

「その他」に計上し、５年間で

均等償却しております。 

(4) 消費税等の会計処理 

同左 

(4) 消費税等の会計処理 

       同左 
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追加情報 
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

自己株式及び法定準備
金取崩等会計 

当中間会計期間から、「自
己株式及び法定準備金の取
崩等に関する会計基準」
(企業会計基準第１号)を適
用しております。これによ
る当中間会計期間の損益に
与える影響はありません。 
なお、中間財務諸表規則の
改正により、当中間会計期
間末における中間貸借対照
表の資本の部については、
改正後の中間財務諸表規則
により作成しております。 

――― 当事業年度より「自己株式
及び法定準備金の取崩等に
関する会計基準」(企業会
計基準第１号)を適用して
おります。これによる当事
業年度の損益に与える影響
はありません。 
なお、当事業年度より貸借
対照表の資本の部について
は、改正後の財務諸表等規
則により作成しておりま
す。 

１株当たり中間(当期)
純利益に関する会計基
準等 

――― ――― 当事業年度より「１株当た
り当期純利益に関する会計
基準」(企業会計基準第２
号)及び「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準
適用指針第４号)を適用し
ております。 
これによる１株当たり当期
純利益に与える影響につい
ては、(１株当たり情報)注
記事項に記載のとおりであ
ります。 

 



 
 個別 

 47

 
注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

 
前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

16,041百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

17,612百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

16,675百万円 
   
※２ 担保に供している資産とこれ

に対応する債務は、次の通りで
あります。 

  (1) 担保に供している資産 
営業貸付金 607,658百万円
販売用 
不動産 148

投資その他 
の資産 
「その他」 

144

計 607,951 

※２ 担保に供している資産とこれ
に対応する債務は、次の通りで
あります。 

  (1) 担保に供している資産 
営業貸付金 623,891百万円
販売用 
不動産 128

投資その他 
の資産 
「その他」 

188

計 624,208 

※２ 担保に供している資産とこれ
に対応する債務は、次の通りで
あります。 

  (1) 担保に供している資産 
営業貸付金 640,484百万円
販売用 
不動産 137

投資その他 
の資産 
「その他」 

145

計 640,767   (2) 対応する債務 
一年以内返
済予定長期
借入金 

208,147百万円

長期借入金 289,532
計 497,679 

  (2) 対応する債務 
短期借入金 7,806百万円
一年以内返
済予定長期
借入金 

176,651

長期借入金 309,015
計 493,473 

  (2) 対応する債務 
一年以内返
済予定長期
借入金 

218,959百万円

長期借入金 297,483
計 516,443 

 当中間会計期間末における上記金
額には、債権の流動化に係るもの
(営業貸付金135,315百万円、一年以
内返済予定長期借入金23,760百万
円、長期借入金74,488百万円)を含
んでおります。 
 なお、以下の事項は上記金額に含
まれておりません。 
 ・短期借入金2,000百万円、一年
以内返済予定長期借入金69,410
百万円、長期借入金72,915百万
円の合計144,326百万円につい
ては借入先からの要求があれば
営業貸付金を担保として提供す
る契約を結んでおります。 

 ・現金(その他流動資産)11,249百
万円についてはスワップ取引の
担保として差入れております。 

 ・当社の借入金に対し株式会社マ
ルトーより担保提供(土地等)を
受けております。 

 当中間会計期間末における上記金
額には、債権の流動化に係るもの
(営業貸付金215,589百万円、一年以
内返済予定長期借入金30,882百万
円、長期借入金91,106百万円)を含
んでおります。 
 なお、以下の事項は上記金額に含
まれておりません。 
 ・短期借入金2,000百万円、一年
以内返済予定長期借入金62,999
百万円、長期借入金80,558百万
円の合計145,557百万円につい
ては借入先からの要求があれば
営業貸付金を担保として提供す
る契約を結んでおります。 

 ・現金(その他流動資産)5,315百
万円についてはスワップ取引の
担保として差入れております。 

 ・当社の借入金に対し株式会社マ
ルトーより担保提供(土地等)を
受けております。 

 当事業年度末における上記金額に
は、債権の流動化に係るもの(営業
貸付金203,482百万円、一年以内返
済予定長期借入金27,321百万円、長
期借入金96,547百万円)を含んでお
ります。 
 なお、以下の事項は上記金額に含
まれておりません。 
 ・短期借入金2,000百万円、一年
以内返済予定長期借入金61,330
百万円、長期借入金81,470百万
円の合計144,800百万円につい
ては、借入先からの要求があれ
ば営業貸付金を担保として提供
する契約を結んでおります。 
・ 現 金 ( 流 動 資 産 「 そ の
他」)15,783百万円については
スワップ取引の担保として差入
れております。 

・当社の借入金に対し株式会社マ
ルトーより担保提供(土地等)を
受けております。 

   
※３ 個人向無担保貸付金残高 

1,055,712百万円を含んでおり
ます。 

※３ 個人向無担保貸付金残高 
1,074,563百万円を含んでおり 

  ます。 

※３ 個人向無担保貸付金残高 
1,068,151百万円を含んでおり
ます。 

   
 ※４ 自由処分権を有する担保受入 

  金融資産及びその時価 
 信託受益権    2,000百万円 
 

※４ 自由処分権を有する担保受入 
  金融資産及びその時価 
譲渡性預金 8,001 百万円 
ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ 19,998  
信託受益権 2,000  
計 29,999  
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前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日) 

※５ 営業貸付金及び破産更生債権
等のうち、不良債権の状況は次
の通りであります。 

 
無担保 
ローン 
(百万円) 

無担保 
ローン 
以外 
(百万円) 

計 
(百万円) 

破綻先 
債権 2,150 16,699 18,849 

延滞債権 12,407 14,535 26,942 

３ヵ月 
以上 
延滞債権 

7,811 3,047 10,858 

貸出条件 
緩和債権 32,524 14 32,538 

計 54,893 34,296 89,190 
 

※５ 営業貸付金及び破産更生債権
等のうち、不良債権の状況は次
の通りであります。 

 
無担保 
ローン 
(百万円) 

無担保 
ローン 
以外 
(百万円) 

計 
(百万円) 

破綻先 
債権 4,116 19,506 23,623 

延滞債権 17,185 19,985 37,170 

３ヵ月 
以上 
延滞債権 

9,321 3,802 13,124 

貸出条件 
緩和債権 35,212 78 35,290 

計 65,834 43,373 109,207 
 

※５ 営業貸付金及び破産更生債権
等のうち、不良債権の状況は次
の通りであります。 

 
無担保 
ローン 
(百万円) 

無担保 
ローン 
以外 
(百万円) 

計 
(百万円) 

破綻先 
債権 2,850 17,488 20,339 

延滞債権 14,882 16,951 31,834 

３ヵ月 
以上 
延滞債権 

8,031 3,186 11,217 

貸出条件 
緩和債権 32,458 58 32,517 

計 58,223 37,684 95,908 
   なお、上記それぞれの概念は 

  次の通りであります。 
  なお、上記それぞれの概念は 
  次の通りであります。 

  なお、上記それぞれの概念は 
  次の通りであります。 

   (破綻先債権) 
   破綻先債権とは、元本又は利
息の支払の遅延が相当期間継続
し、未収利息を計上しなかった
貸付金のうち、法人税法施行令
(昭和40年政令第97号)第96条第
１項第３号のイからホまでに掲
げる事由又は同項第４号に規定
する事由が生じている債権であ
ります。なお、破産更生債権等
につきましては、債権の個別評
価による回収不能見込額相当額
の貸倒引当金を計上しておりま
す。 

   (破綻先債権) 
同左 

   (破綻先債権) 
同左 

   (延滞債権) 
   延滞債権とは、破綻先債権以
外の未収利息不計上貸付金であ
ります。ただし、債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免や長期分割
などによって、債務者に有利と
なる取り決めを行なった債権の
うち、定期的に入金されている
ものを除きます。 

   (延滞債権) 
同左 

   (延滞債権) 
同左 

   (３ヵ月以上延滞債権) 
   ３ヵ月以上延滞債権とは、元
本又は利息の支払が約定支払日
の翌日から３ヵ月以上延滞して
いる営業貸付金であり、破綻先
債権及び延滞債権に該当しない
ものであります。 

   (３ヵ月以上延滞債権) 
同左 

   (３ヵ月以上延滞債権) 
同左 

   (貸出条件緩和債権) 
   貸出条件緩和債権とは、債務
者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免や
長期分割などによって、債務者
に有利となる取り決めを行なっ
た債権のうち、定期的に入金さ
れている営業貸付金であり、破
綻先債権、延滞債権及び３ヵ月
以上延滞債権に該当しないもの
であります。 

   (貸出条件緩和債権) 
同左 

   (貸出条件緩和債権) 
同左 
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前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日) 

６ 保証債務 
  (1) 提携金融機関等が行なって

いる個人向けローンに係る顧
客 

5,694百万円 
  (2) 提携金融機関等が行なって

いる事業者向けローンに係る
顧客 

4,212百万円 
  (3) 関係会社の借入金等に対す

る保証債務残高 
     株式会社マルトー 

9,500百万円 

６ 保証債務 
  (1) 提携金融機関等が行なって

いる個人向けローンに係る保
証債務残高 

                    19,266百万円 
  (2) 提携金融機関等が行なって

いる事業者向けローンに係る
保証債務残高 

                       791百万円 
  (3) 関係会社の借入金等に対す

る保証債務残高 
     株式会社マルトー 

9,500百万円 

６ 保証債務 
  (1) 提携金融機関等が行なって

いる個人向けローンに係る保
証債務残高 

10,491百万円 
  (2) 提携金融機関等が行なって

いる事業者向けローンに係る
保証債務残高 

8,535百万円 
  (3) 関係会社の借入金等に対す

る保証債務残高 
     株式会社マルトー 

9,500百万円 
 

   
  ※７ ヘッジ手段に係る損益は、純

額で繰延ヘッジ損失として計上
しております。 

  なお、相殺前の繰延ヘッジ損失
の総額は19,861百万円でありま
す。また、繰延ヘッジ利益の総
額は、178百万円であります。 
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(中間損益計算書関係) 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 
貸付金利息 2,208百万円

 

※１ 営業外収益の主要項目 
貸付金利息 1,959百万円

 

※１ 営業外収益の主要項目 
貸付金利息 4,364百万円

    
   
※２ 営業外費用の主要項目 

貸倒引当金 
繰入額 2,428百万円

 

※２ 営業外費用の主要項目 
匿名組合出
資損 708百万円

 

※２ 営業外費用の主要項目 
貸倒引当金 
繰入額 4,387百万円

 
 

   
   
３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,151百万円 
無形固定資産 694   

３ 減価償却実施額 
有形固定資産 1,275百万円 
無形固定資産 601   

３ 減価償却実施額 
有形固定資産 2,368百万円
無形固定資産 1,143  
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(リース取引関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引に係る注記 
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引に係る注記 
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引に係る注記 
① リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

車両 244 152 92 

器具備品 20,914 14,967 5,946 

合計 21,158 15,120 6,038 

 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

車両 247 169 77 

器具備品 17,733 12,550 5,183 

合計 17,981 12,720 5,260 

 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

車両 259 191 68 

器具備品 22,234 17,172 5,062 

合計 22,493 17,363 5,130 

 
   
② 未経過リース料中間期末残高相
当額 

１年以内 4,330百万円
１年超 4,299
計 8,629

 

② 未経過リース料中間期末残高相
当額 

１年以内 3,159百万円
１年超 2,166
計 5,325

 

② 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年以内 3,918百万円
１年超 3,631
計 7,549

 
   
③ 当中間期の支払リース料、減価
償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,712百万円
減価償却費 
相当額 2,553

支払利息 
相当額 130

 

③ 当中間期の支払リース料、減価
償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,216百万円
減価償却費 
相当額 2,118

支払利息 
相当額 63

 

③ 当期の支払リース料、減価償却
費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 5,318百万円
減価償却費 
相当額 4,769

支払利息 
相当額 231

 
   
④ 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする級数法によって
おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって
おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする級数法によって
おります。 

   
⑤ 利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取
得価額相当額との差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 
同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 
同左 

   
 ⑥ 当中間事業年度より、減価償却 

 費相当額の算出方法を級数法から
定額法へと変更しております。こ
の結果、減価償却累計額相当額が
2,012百万円少なく、減価償却費
相当額が319百万円多くなってお
ります。 
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(有価証券関係) 
前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものはありません。 
 
(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

平成14年８月13日付で関連会社とな
った株式会社シティズ(社長：谷﨑
眞一)の持株会社である株式会社シ
ティグリーン：(社長：谷﨑眞一)と
の間で、商法第358条の規定に基づ
く簡易株式交換方式により完全子会
社化する旨、次のとおり平成14年８
月27日付において株式交換契約を締
結いたしました。 
① 株式会社シティグリーンの概要 
商号 株式会社シティグリーン 

本社所在地 熊本県熊本市 

代表取締役 
社長 谷﨑 眞一 

設立年月 平成元年３月 

主な 
事業内容 持株会社 

総資産 581百万円 
(平成14年３月31日現在) 

純資産 581百万円 
(平成14年３月31日現在) 

資本金 100百万円 

株主の状況 谷﨑 眞一 他２名 
 

――― ――― 

   
② 株式会社シティズの概要 
商号 株式会社シティズ 

本社所在地 熊本県熊本市 

代表取締役 
社長 谷﨑 眞一 

設立年月 昭和44年５月 

主な 
事業内容 事業者金融業 

総資産 55,280百万円 
(平成13年９月30日現在) 

純資産 15,122百万円 
(平成13年９月30日現在) 

資本金 700百万円 

株主の状況 
株式会社シティグリーン 
        57.8％ 
当社      42.2％ 

 

  

   
③ 契約内容 
 ・株式交換期日 

平成14年10月１日 
 ・取得する株式数 

2,000株 
   (株式交換後の所有比率100％) 
 ・株式交換による当社株式発行数 

1,314,000株 
   (株式会社シティグリーン株式

１株につき当社株式657株) 
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２．営 業 実 績 

（１）営業収益                                         

 
前中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 

至 平成14年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

項目 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成(％) 

営業貸付金利息 無担保ローン 130,999 80.7 133,025 79.8 263,262 81.1 

 有担保ローン 24,571 15.1 26,916 16.1 47,483 14.6 

 事業者ローン 2,298 1.4 2,988 1.8 4,854 1.5 

 小 計 157,870 97.2 162,930 97.7 315,600 97.2 

その他の金融収益 預 金 利 息 8 0.0 4 0.0 10 0.0 

 有価証券利息 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

 貸 付 金 利 息 110 0.1 34 0.0 267 0.1 

 そ の 他 0 0.0 1 0.0 2 0.0 

 小 計 119 0.1 41 0.0 280 0.1 

その他の営業収益 不動産売上高 306 0.2 25 0.0 306 0.1 

 サービス事業売上高 527 0.3 ― ― 935 0.3 

 償却債権回収額 2,083 1.3 1,979 1.2 3,896 1.2 

 そ の 他 1,552 0.9 1,892 1.1 3,652 1.1 

 小 計 4,470 2.7 3,897 2.3 8,791 2.7 

合         計 162,460 100.0 166,869 100.0  324,671 100.0 

 （注）「その他の営業収益」の「その他」は、事務手数料収入及び保証料収入等であります。 

 

（２）その他の指標                                      （単位：百万円） 

項目 前中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日) 

営業貸付金残高 無担保ローン 1,055,712 1,074,563 1,068,151 

 有担保ローン 298,153 335,742 322,840 

 事業者ローン 19,062 25,464 22,348 

 小 計 1,372,928 1,435,770 1,413,340 

口 座 数 無担保ローン 2,175,347 2,159,208 2,180,114 

 有担保ローン 80,359 91,013 87,029 

 事業者ローン 15,620 19,377 17,396 

 小 計 2,271,326 2,269,598 2,284,539 

店 舗 数 営業店舗（有人） 542 544 536 

 営業店舗（無人） 1,042 1,025 1,040 

 担保ローン専門店舗 4 4 4 

 外 食 事 業 店 舗 9 － － 

 カラオケ事業店舗 2 － － 

 小 計 1,599 1,573 1,580 

自動契約受付機「お自動さん」（台） 1,581 1,565         1,573 

自 社 分 1,684 1,669 1,676 

提 携 分  31,198 56,537 41,062 

ＡＴＭ台数（台） 

小 計 32,882 58,206 42,738 

社 員 数 （人） 3,731 3,674 3,502 

貸 倒 償 却 額 31,615 44,612 74,721 

貸 倒 引 当 金 83,161 102,348 88,827 

１株当たり中間(当期)純利益 （円） 326.30 225.08 588.63 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 4,815.46 5,201.48 4,983.00 

（注）営業貸付金残高・口座数は、破産更生債権等を含んでおりません。 

貸倒償却額は、破産更生債権等の貸倒額（当中間会計期間 2,078百万円、前中間会計期間 1,089百万円、前事業年

度 2,498百万円）を含めておりません。 
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３．役 員 の 異 動 

  平成15年8月1日付 

氏    名 新 委 嘱 業 務 前 委 嘱 業 務 

 

堀 場  勝 英 

 

専務取締役 

財務本部長 

専務取締役 

財務本部長 兼 保証事業部 担当 

 

片 岡  祐 治 

 

常務取締役 

人事本部長 兼 検査部 担当 

常務取締役 

人事本部長 

 

羽 島 伸太郎 

 

常務取締役 

総務部 兼 法務部 担当 

取締役 

総務部 兼 法務部 担当 

 

福 田  安 孝 

 

取締役 

財務本部副本部長 兼 財務部長 

取締役 

財務本部副本部長 

 

西 村  吉 正 

 

取締役 
取締役 

検査部 担当 

今 田  弘 治 
取締役 

管理部 兼 審査部 担当 

取締役 

管理部 兼 審査部 兼 業務部 

担当 

 

河 本  巍   

 

取締役 

経理部 担当 

取締役 

経理部 担当 兼 経理部長  

 

酒 井  恒 雄 

 

取締役 

広報部 兼 保証事業部 担当 

取締役 

広報部 担当 

 
  平成15年10月1日付 

氏    名 新 委 嘱 業 務 前 委 嘱 業 務 

 

宗 竹 政 美 

 

取締役 

東日本営業本部長 

取締役 

経営企画本部長 

柳 橋 康 男 

取締役 

西日本営業本部長 兼 カード営業

部 兼 営業企画部 担当 

取締役 

営業本部長 

 

阿 部  浩 

 

取締役 

経営企画本部長 

取締役 

経営管理本部長 兼 社長室長 

酒 井 恒 雄 

取締役 

広報部 兼 保証事業部 兼 IR室

担当 兼 IR室長 

取締役 

広報部 兼 保証事業部 担当 

 

 

 

 

 

 

 

 


